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1． 研究の背景と目的 

我が国の総人口は平成 26（2014）年 10月 1日現

在約 1億 2708万人であり，その中で 65歳以上の高

齢者人口は過去最高の約 3300万人である．総人口

に占める 65歳以上の人口割合である高齢化率は，

26.0％と超高齢社会となっており，世界でも最も高

い高齢化率となっている 1）．このような中で，平均

寿命は年々延び続けているが，平均寿命と健康寿命

の差である不健康な期間は近年ほぼ変化していな

い．平均寿命の延び以上に健康寿命を延ばすこと

は，生活の質の向上につながると共に社会保障負担

の軽減にも寄与する．高齢者が増えていく中で，不

健康期間を短縮することは，保健・医療・介護の分

野だけの対策では不十分であり，まちづくりからも

対策が必要である． 

国保データベースを用いた研究として，玉森ら 2）

は医療費に着目し，医療費を押し上げている疾患の

解明と地域特性が疾患の発症率に与える影響を評価

している．玉森ら 3）は，災害時要援護者の被災可能

性について考察している．国保データベースをまち

づくりに活用した研究は少なく，本研究では特に要

介護者のデータを用いて，超高齢社会において健康

で長生きできるまちづくり戦略を提案する． 

 

2． 国保データベース（KDB）システムについて 

国保データベース（以下 KDB）システムは，国

民健康保険に加入している 74歳以下の者の「特定

健診・特定保健指導」，「医療」，「介護保険」の情報

が管理されており，合わせて 66の帳票から構成さ

れている．本研究では，主に帳票 No.49「要介護

（支援）者突合状況」を用いて分析を行っている．

また現在は，富山県南砺市を対象としている． 

 

3． 南砺市の旧町村別要介護（支援）者割合 

南砺市は，平成 16（2004）年 11月 1日に 4町 4

村が合併して誕生した．はじめに，この旧町村ごと

に要介護（支援）者割合を求めた． ここで要介護

（支援）者割合を求めるにあたり，介護給付費の大

小に基づいて要介護（支援）段階ごとに重み付けを

行った（表-1）．要介護（支援）者割合の分母は，

南砺市 KDB の平成 26 年 40～74 歳被保険者管理台

帳の全数，分子は「平成 27 年 2 月要介護（支援）

者突合状況」の帳票を用いて，要介護（支援）段階

ごとに「（当該段階の人数）×（表-1 の重み）」を計

算し，全段階で加えた数とした．また，旧 4 村の地

域は各々の人口が少なく他との比較が難しいため，

旧 4 村地域をひとまとめにして考えた．この結果が

図-1 の棒グラフである．また，旧町村ごとの平成

24年 4月から平成 26年 12月までの要介護（支援）

者 1人当たりの月間介護給付費について図-1の折れ

線グラフに示す．図-1より，要介護（支援）者割合

表-1 要介護（支援）段階に基づく重み付け
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図-1 地域別の要介護（支援）者割合％と 

要介護（支援）者 1 人あたりの月間介護給付費（万円） 



と介護給付費は，地域によって差があることがわか

る． 

 

4． 地域特性と要介護（支援）者の関係 

地域特性として，第一に介護施設の立地について

考えた．自宅から介護施設までの通いやすさによっ

て，要介護段階の悪化や，介護給付費の使いやすさ

の格差を招いているのではないかと考え，要介護

（支援）者の所在地から最寄りの介護施設までの道

のりを調べた．ここで要介護（支援）者は，平成 24

年 6月から平成 27年 2月南砺市 KDB 帳票「要介護

（支援）者突合状況」に記載された人を対象とし

た．また，施設サービス利用者は介護施設に入所し

ているため対象外とし，居宅サービス利用者に関し

てのみ分析を行った．表-2は旧町村別に示した，居

住地から 3km 圏内の居宅介護施設数別の要介護

（支援）者数である．上平，福光，平，利賀には，

居住地から 3km 圏内に居宅介護施設がない要介護

（支援）者が存在し，一番遠い人は平地域に住んで

いる人で最寄りの居宅介護施設まで 6.73km であっ

た． 

 第二に公共交通機関との関係を考えた．公共交通

機関の発達度の違いにより，外出頻度や人との関わ

りに格差が生じ，それが要介護段階や介護給付費に

影響していると考え，要介護（支援）者の所在地か

ら，最寄りのバス停または駅までの道のりを調べ

た．対象者は，前述の帳票の要介護者全数を対象と

した．表-3は旧町村別に示した，最寄りのバス停あ

るいは鉄道駅までの距離別の要介護（支援）者数で

ある．ほとんどの地域で，最寄りの公共交通機関ま

での距離が 500m以下の人が 7割を超えている．一

番遠い人は福光地域に住んでいる人で，最寄りのバ

ス停まで 1750mであった． 

これらの分析について，「最寄りの介護施設まで

の距離」及び「最寄りのバス停あるいは鉄道駅まで

の距離」と「要介護段階」，「初回認定時からの要介

護段階の変化」，「1 ヶ月あたりの介護給付費」，「1

ヶ月あたりの医療点数」において相関係数を算出し

たが，特に相関は見られなかった．これは，要介護

（支援）者の 87％1）は 75歳以上の後期高齢者であ

り，KDB の 74歳までのデータでは，要介護（支

援）者の状況を把握することは難しいためだと推察

される． 

 

5．まとめと今後の課題 

南砺市 KDB の帳票「要介護（支援）者突合状

況」を用いて，地域ごとの要介護（支援）者割合と

介護給付費を示した．また，最寄りの介護施設まで

の距離及び最寄りの公共交通機関と要介護（支援）

状態の関係を調べた．今後，後期高齢者のデータも

分析に加えることで，より実態に即した分析が可能

となり，介護施設や公共交通機関の配置といったま

ちづくりに活かせる可能性がある．また，ヒアリン

グやアンケートの実施により，地域ごとの住民同士

のつながりなどのコミュニティの現状を把握し，分

析に活かすことが今後の課題である．  
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0-500 501-1000 1001-1500 1501-2000

井口 7 0 0 0 7
井波 27 8 2 0 37
上平 1 1 0 0 2
城端 41 17 1 0 59
福光 84 27 6 1 118
福野 43 14 1 0 58
平 4 3 2 0 9
利賀 3 0 1 0 4

合計 210 70 13 1 294

最寄りのバス停あるいは駅までの距離(m)
人 合計

表-3 バス停又は駅までの距離と要介護（支援）者数 

表-2 居住地 3km 圏内の介護施設数別の要介護支援者数 

0 1 2 3 4 5 6 7 8

井口 1 5 6
井波 4 16 3 1 24
上平 1 1 2
城端 1 17 1 6 7 32
福光 2 2 1 36 14 6 11 1 73
福野 1 5 7 26 1 40
平 3 3 6
利賀 2 1 3

合計 8 14 6 64 43 25 12 6 8 186

居住地から3km圏内の介護施設数
合計人
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